大野町総合町民センター及び大野町立図書館管理運営

書類様式

令和８年８月

大　　　野　　　町

提出書類一覧表
	書　　　　類　　　　名
	提出書類
	添付

	１　大野町総合町民センター及び大野町立図書館の指定管理者募集に関する質問票
	様式第１号
	

	２　大野町総合町民センター及び大野町立図書館の指定管理者募集に関する現地説明会参加申込書
	様式第２号
	

	３　大野町総合町民センター及び大野町立図書館指定管理者指定申請書
	様式第３号
	

	４　大野町総合町民センター及び大野町立図書館指定管理者事業計画書
	様式第４号
	

	
	(1)大野町総合町民センター及び大野町立図書館の利用者の平等な利用の確保
	様式第４号－１
	

	
	(2)大野町総合町民センター及び大野町立図書館施設の効用の最大化
	様式第４号－２
	

	
	(3)大野町総合町民センター及び大野町立図書館の安定的管理に必要な人員等
	様式第４号－３
	

	
	(4)大野町総合町民センター及び大野町立図書館の管理経費の削　減
	様式第４号－４
	

	
	(5)大野町総合町民センター及び大野町立図書館の管理運営の基本的な考え方
	様式第４号－５
	

	
	(6)その他大野町総合町民センター及び大野町立図書館の安全管理等
	様式第４号－６
	

	
	(7)団体の運営実績・法令遵守等

	様式第４号－７
	

	
	⑻地域貢献等

	様式第４号－８
	

	
	⑼収支計画書
	様式第４号別紙１
	

	
	⑽自主事業計画書
	様式第４号別紙２
	

	
	⑾外部委託計画書
	様式第４号別紙３
	

	
	⑿要求水準達成計画表
	様式第４号別紙４
	

	５　申請する法人等に関する書類
	
	

	
	1) 申請団体概要書

	様式第５号
	

	
	2)法人の定款、寄附行為、規約その他これに代わる書類
	
	

	
	3)法人にあっては登記事項証明書、法人以外の団体にあっては代表者の住民票の写し又は住民票記載事項証明書
（申請日前3ヶ月以内）
	
	

	
	4)申請を行う日の属する事業年度の収支予算書、直近事業年度の事業報告書及び直近３事業年度の貸借対照表、損益計算書その他の財務諸表（当該財務諸表がない事業年度分を除きます。グループ企業で連結決算を行っている場合には、加えて連結決算書）
	
	

	
	5) 直近３年度分の納税等を証明する書類（法人税、法人事業税、法人県民税、市町村税、消費税及び地方消費税）
　　※　原本を提出すること
	
	

	
	6)法人等の主要業務及び類似施設の管理の実績を記載した書類
	
	

	
	7)暴排措置対象法人等ではないことの誓約書
	様式第６号
	

	６
	共同体構成員届出書
	様式第７号
	

	７

	大野町総合町民センター及び大野町立図書館管理運営業務に関する共同体協定書
	様式第８号
	

	８
	誓約書、誓約書（共同体用）
	様式第９号、様式第９号の２
	

	９

	喫茶室等運営計画書
	様式第10号
	

	10
	大野町総合町民センター及び大野町立図書館指定管理者指定申請取下書
	様式第11号
	


※該当する書類について、添付欄に○印を記入し応募書類に付して提出してください。
様式第１号
令和８年　　　月　　　日

大野町長　宇佐美　晃三　様

大野町総合町民センター及び大野町立図書館の指定管理者募集に関する質問票

	団体の名称
	

	団体の所在地
	

	代表者名
	

	連絡先
	担当所属名
	

	
	担当者名
	

	
	電話番号
	

	
	電子メール
	

	質問の内容

この欄には、（募集要項）（仕様書）（書類様式）区分と記載頁を記入してください。


	※わかりやすく、簡潔に記入して下さい。



様式第２号

令和８年　　　月　　　日

大野町長　宇佐美　晃三　様

（申請者）

所 在 地
法人等名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印

大野町総合町民センター及び大野町立図書館の
指定管理者募集に関する現地説明会参加申込書

大野町総合町民センター及び大野町立図書館の指定管理者募集に関する現地説明会に参加したいので申し込みます。
	団体の所在地
	　

	団体の名称
	　

	代表者氏名
	　

	連　　絡　　先
	　


様式第３号
令和８年　　　月　　　日

大野町長　宇佐美　晃三　様

（申請者）

所 在 地
法人等名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印

大野町総合町民センター及び大野町立図書館指定管理者指定申請書

大野町公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第４条の規定により、大野町総合町民センター及び大野町立図書館の指定管理者の指定を受けたいので申請します。

様式第４号

大野町総合町民センター及び大野町立図書館指定管理者
事業計画書

	団体の所在地
	　

	団体の名称
	　

	代表者氏名
	　

	指定期間
	　令和９年４月１日から令和１４年３月３１日まで


	この事業計画書に関する連絡先

	担当所属名
	

	担当者
	役職名
	

	
	氏名
	

	電話番号
	

	ファクシミリ番号
	

	電子メールアドレス
	


１　大野町総合町民センター及び大野町立図書館の利用者の平等な利用の確保
	(1)施設の平等な利用の確保についての具体的な手法について



	(2)利用者の苦情等への対応方法について


	(3)利用者の意見・要望等の把握の方法について


	(4)その他利用者の平等な利用の確保に関することについて



２　大野町総合町民センター及び大野町立図書館施設の効用の最大化
	(1)施設の利用促進に向けた具体的な方法等（利用率向上策）について



	(2) 質の高いサービスの提供

ア  利用者へのサービス向上に向けた具体的な取組について
イ  自主事業（利用者サービス向上に向けた申請団体の経費負担による事業）の提案

(ｱ) 自主事業の実施計画・・・別紙２自主事業実施計画書のとおり　

(ｲ) 自主事業による収益の使途についての考え方等について


	(3)地域、関係機関、ボランティア等との協働・連携に向けた提案について


	(4)その他施設の効用の最大化に関することについて



３　大野町総合町民センター及び大野町立図書館の安定的管理に必要な人員等

	(1) 管理組織（組織体系等を含む）、責任者の人選、人材確保の方法についての考え方について


	(2) 配置職員の職種・雇用形態・資格等

	
	職種（職名）
	雇用形態
	月勤務日数
	資格・業務経験等

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	※雇用形態欄には、正規、嘱託、臨時、パート、委託職員等の別を記載のこと。

	(3) 時間帯別・雇用形態別の職員配置

	
	時　間　帯
	計
	正規
	嘱託
	臨時
	ﾊﾟｰﾄ
	
	
	
	

	
	～
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	～
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	～
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	
	～
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人
	人

	(4) 人材育成方針と職員研修（指定期間を通じて業務水準を向上させるための取組み）について


	(5) 業務開始に向けた準備計画等（組織体制の確保、職員研修計画、業務引継等円滑な管理をしていくための対応等）について


４　大野町総合町民センター及び大野町立図書館の管理経費の縮減

	(1) 経費節減の具体的な方法等について

	(2) 外部委託の活用の考え方等について

　ア  考え方について

　イ  外部委託の計画・・・別紙３外部委託計画書のとおり

	(3) 利用料金や自主事業による収入確保に対する考え方について



	(4) その他管理経費の縮減に関することについて
 


５　大野町総合町民センター及び大野町立図書館の管理運営の基本的な考え方

	(1) 施設の管理運営方針（管理運営の基本的考え方及び特に重視する管理運営の視点等）について

	(2) 指定期間における具体的な達成目標（具体的な数値、例　利用人数など）について
大野町総合町民センター

項目

令和９年度

令和１３年度

　大野町立図書館
項目
令和９年度
令和１３年度


	(3) その他管理運営の基本的な考え方に関すること（管理手法等でアピールしたいもの等）について


６　大野町総合町民センター及び大野町立図書館の安全管理等
	(1) 利用者の安全対策及び事故防止に対する職員研修等の取組について



	(2) 緊急時の組織連絡体制の対応等について



	(3) 感染症対策の内容について



７　団体の運営実績・法令遵守等

	(1) 団体の経営状況について（添付の財務諸表等を参考としますが、特にアピールしたいことがあれば記載してください。）について

	(2) 施設条例、個人情報の保護に関する法律、労働関係法等関係法令遵守についての具体的な方法について



８　地域貢献等

	(1) 再委託先における考え方

(2) 雇用や資材調達における考え方


要求水準達成計画表については、別紙４のとおり。
様式第４号 別紙１

申請者名　　　　　　　　　　　　　　　

	○　収支計画書（令和９年度・１０年度・１１年度・１２年度・１３年度）

	令和　　　年度の収支計画

（収　入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

区　　　分

内　　　　　　　訳

金　　額

指定管理料

利用料金収入

事業収入

その他

収　入　計

（支　出）

区　　　分

内　　　　　　　訳

金　　額

維持管理費

施設運営費

大ホール関係の事業費

文化事業費

その他の事業費

支　出　計

※　詳細については、必要があれば別紙（任意様式）により作成してください。




※　年度ごとに別様として下さい。

※　欄が不足する場合は、別紙を追加して下さい。

様式第４号 別紙２
自　主　事　業　計　画　書
※指定期間中に、施設を活用した自主事業計画があれば、年度ごとに区分して記載してください。

	実施年度
	内容・対象・利用者の負担等
	時期・回数・定員等

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


様式第４号 別紙３
外　部　委　託　計　画　書
※施設・設備等の維持管理業務の全部又は一部を外部委託する計画がある場合は、維持管理業務の内容ごとに区分して記載してください。

	外部委託する業務
	外部委託する理由

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


様式第４号 別紙４

要　求　水　準　達　成　計　画　表
※仕様書に示す要求水準ごとに、達成目標、成果指標、実施方法等を記載してください。
※必要に応じて行を追加してください。

	要求水準
	達成目標
	成果指標・算定方法
	実施手法・実施体制
	確認・記録方法
	未達又は不具合発生時の改善方法

	利用者サービス
	
	
	
	
	

	施設・設備維持管理
	
	
	
	
	

	保守点検
	
	
	
	
	

	清掃
	
	
	
	
	

	警備
	
	
	
	
	

	情報セキュリティ
	
	
	
	
	

	個人情報保護
	
	
	
	
	

	危機管理
	
	
	
	
	

	業務継続
	
	
	
	
	

	地域連携
	
	
	
	
	

	自主事業
	
	
	
	
	

	利用促進
	
	
	
	
	

	引継ぎ
	
	
	
	
	

	その他要求水準
	
	
	
	
	


様式第５号
申　請　団　体　概　要

	名称
	

	代表者名
	

	所在地
	

	設立年月日
	

	資本金
	

	直近の年間売上高
	

	従業員数
	

	主な業務内容
	

	団体の特色
	


※　法人等の概要パンフレット等も添付してください。

様式第６号
暴排措置対象法人等でないことの誓約書

年　　月　　日　

　大野町長　様

所在地　

名称　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　
下記事項について、真実に相違ありません。

なお、このことに疑義がある場合は、貴町が岐阜県警察本部に照会することについて承諾します。

また、当該照会において確認された情報を、今後、当団体が貴町と行う他の契約等における確認のために利用することについて、同意します。

記

当団体は、次のいずれにも該当しません。
(１)　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」といいます。）第２条第２号に規定する暴力団をいいます。以下同じです。）
(２)　役員等が暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいいます。以下同じです。）であるなど、暴力団がその経営又は運営に実質的に関与している法人その他の団体

(３)　役員等が、暴力団員であることを知りながらこれを使用し、又は雇用している法人その他の団体

(４)　役員等がその属する法人その他の団体若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等（暴力団員及び暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいいます。以下同じです。）を利用している法人その他の団体

(５)　役員等が暴力団又は暴力団員等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している法人その他の団体

(６)　役員等が、その理由を問わず、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有している法人その他の団体

(７)　役員等が、暴力団又は暴力団員がその経営又は運営に実質的に関与している者であることを知りながら、下請契約、業務の再委託契約、資材等の購入契約等を締結し、これを利用している法人その他の団体
注　「役員等」とは、 次に掲げる者をいいます。

イ　法人にあっては、役員及び使用人（支配人、本店長、支店長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、営業所の業務を統括する者（営業所の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者を含みます。）をいいます。）
ロ　法人以外の団体にあっては、代表者、理事その他イに掲げる者と同等の責任を有する者
様式第７号

共同体構成員届出書
令和８年　　　月　　　日

大野町長　宇佐美　晃三　様

共同体の名称

構成員(代表者)

所在地
名称

代表者氏名

構成員

所在地
名称

代表者氏名

構成員

所在地
名称

代表者氏名

このたび、大野町総合町民センター及び大野町立図書館における指定管理者の指定を受けるため、別添「大野町総合町民センター及び大野町立図書館管理運営業務に関する共同体協定書」のとおり協定書を締結し、共同体を結成しましたので届出します。

様式第８号
大野町総合町民センター及び大野町立図書館管理運営業務に関する
共同体協定書

（目的）

第１条　当共同体は、大野町長から大野町総合町民センターの設置及び管理に関する条例（平成５年大野町条例第２８号）第４条の２及び大野町図書館設置条例（平成５年大野町条例第２９号）第３条の規定による指定管理者の指定（以下「指定」という。）を受けて行う大野町総合町民センター及び大野町立図書館の管理運営業務及び当該業務の附帯業務（指定に係る申請その他の準備行為及び当該管理運営業務の実施に係る大野町との協定締結その他の準備行為を含む。）を、共同連帯して営むことを目的とする。

（名称）

第２条　当共同体は、　　　　　　　　　　（以下「共同体」という。）と称する。

（事務所の所在地）

第３条　共同体は、事務所を岐阜県　　　　　　　　　　に置く。

（成立及び解散の時期）

第４条　共同体は、本協定書の締結の日に成立する。

２　共同体は、指定の期間の終了後、当該期間の最後の年度について地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第７項の規定により事業報告書を提出し、その報告内容について大野町の承認が得られるまで、解散しない。

３　前項の規定にかかわらず、共同体は、他の法人その他の団体が指定を受けたとき、又は構成員の脱退若しくは除名により当該共同体の構成員が１団体となるときは、解散する。

（構成員）

第５条　共同体の構成員（以下「構成員」という。）は、次の表のとおりとする。

	名称
	所在地

	
	

	
	

	
	


（代表団体）

第６条　共同体は、　　　　　　　　　　を代表団体とする。

２　前項の代表団体は、次の権限を有するものとする。

(１)　

(２)　

(３)　

（構成員の出資の割合）

第７条　構成員の出資の割合は、次の表のとおりとする。

	構成員の名称
	出資の割合

	
	

	
	

	
	


２　共同体から脱退し、又は除名した構成員がある場合における他の構成員の出資の割合は、大野町及び当該他の構成員の協議により定めるものとする。

（構成員の業務分担及び責任）

第８条　構成員は、共同体の業務を次の表のとおり分担し、責任を持って履行するものとする。

	構成員の名称
	分担する業務

	
	

	
	

	
	


２　構成員は、前項の業務の履行及びその履行に伴い共同体が負担すべき債務の履行に関し、連帯して責任を負う。

（取引金融機関）

第９条　共同体の取引金融機関は、　　　　　　とし、共同体の名称を冠した代表団体名義の別口預金口座によって取引するものとする。

（決算）

第１０条　共同体は、毎会計年度終了後に決算する。

２　共同体の会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。

（構成員の損益分配の割合）

第１１条　共同体の決算において生じた損益は、第７条に規定する出資の割合により、構成員に分配するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）

第１２条　本協定書に基づく共同体及び構成員の権利義務は、他者に譲渡することができない。

（構成員の脱退）

第１３条　構成員は、やむを得ない事由があるときは、共同体を脱退することができる。

２　前項の場合のほか、構成員は、破産手続開始の決定を受けたことをもって脱退する。

（構成員の除名）

第１４条　構成員の除名は、正当な事由がある場合に限り、あらかじめ大野町の承認を得て、他の構成員の一致によりすることができる。

２　前項の規定により構成員を除名したときは、その旨を当該構成員に通知しなければならない。

（代表団体の変更）

第１５条　構成員の代表団体が共同体から脱退し、若しくは除名され、又は代表団体としての責務を果たせなくなったときは、あらかじめ大野町の承認を得て、当該代表団体を変更することができるものとする。

（協定書に定めのない事項）

第１６条　本協定書に定めのない事項については、構成員の協議により定めるものとする。
　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　及び　　　　　　　　　　は、上記のとおり大野町総合町民センター及び大野町立図書館管理運営業務に関する共同体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書　通を作成し、各通に構成員が記名した上、各自１通を所持し、１通を大野町へ提出するものとする。

　　　　　年　　月　　日

所在地　

名称　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地　

名称　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
所在地　

名称　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
備考　１　共同体で申請する場合には、この様式を参考に、当該共同体に係る協定書を作成してください。

２　代表団体の出資の割合又は責任の程度が最大であることが明確となるように、関係条項を規定してください。

様式第９号

誓　　約　　書

令和８年　　　月　　　日

大野町長　宇佐美　晃三　様

申請者　　所 在 地
法人等名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印
大野町総合町民センター及び大野町立図書館に係る指定管理者の指定の申請を行うに当たり、下記事項について真実に相違ありません。

記

１　大野町総合町民センター及び大野町立図書館指定管理者募集要項に定める申請資格要件を、すべて満たしています。

２　大野町公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条に該当していません。

３　当該申請に係る提出書類に、虚偽又は不正はありません。
様式第９号の２（共同体用）
誓　　約　　書

年　　月　　日　

　大野町長　様

申請団体の名称

（構成員の代表団体）

所在地　

名称　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　  　　　
（構成員）

所在地　

名称　

代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　

大野町総合町民センター及び大野町立図書館に係る指定管理者の指定の申請を行うに当たり、下記事項について真実に相違ありません。

記

１　大野町総合町民センター及び大野町立図書館指定管理者募集要項に定める申請資格要件を、すべて満たしています。

２　大野町公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条に該当していません。

３　当該申請に係る提出書類に、虚偽又は不正はありません。

様式第１０号
申請団体名：
喫茶室等運営計画書
	※　指定管理業務に付随する業務として、指定管理者が町から行政財産の使用許可を受けて運営することとなる下記の自主事業について、町有施設内で運営する業務であるということを念頭に、施設の利用推進及び利用者サービスの向上につながる計画としてください。

※　この計画書により提案された内容は、大野町指定管理者選定委員会による審査の対象とはなりませんが、以下の必須事項についてすべて記載し、記載漏れがないようにしてください。
　ア　喫茶室
　　※必須事項
・運営形態（直営又は第三者への委託の別。委託は、併せてその委託予定先）
・店舗のコンセプト、主なメニュー構成
・営業時間、定休日
　



様式第１１号

令和８年　　　月　　　日

大野町長　宇佐美　晃三　様

（申請者）

所 在 地
法人等名

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印

大野町総合町民センター及び大野町立図書館指定管理者指定申請取下書

大野町総合町民センターの設置及び管理に関する条例第４条の２、大野町図書館設置条例第３条の規定により、大野町総合町民センター及び大野町立図書館の指定管理者の指定を受けるため令和　　年　　月　　日に申請書を提出しましたが、以下の理由により辞退したので届け出ます。

記

申請辞退理由：

